
負債の部

科     目

流 動 負 債【 】

営 業 未 払 金

関係会社未払金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

預 り 金

未 払 費 用

未 払 消 費 税

固 定 負 債【 】

退職給付引当金

負 債 の 部 合 計

金     額

】【 146,893,147

40,950,593

4,050,193

9,698,572

37,566,700

3,824,841

42,935,548

7,866,700

】【 218,808,984

218,808,984

365,702,131

純資産の部

科     目

株 主 資 本【 】

資 本 金【 】

利 益 剰 余 金【 】

利 益 準 備 金

その他利益剰余金（ ）

別 途 積 立 金

繰越利益剰余金

純資産の部合計

負債・純資産の部合計

金     額

354,008,191】【

20,000,000】【

334,008,191】【

5,000,000

329,008,191）（

66,000,000

263,008,191

354,008,191

719,710,322

科     目

資産の部

流 動 資 産【 】

現 金 及 び 預 金

営 業 未 収 入 金

関係会社営業未収入金

貯 蔵 品

商 品

関係会社未収入金

前 払 費 用

資金ｾﾝﾀｰ貸付金

一年内返済長期貸付金

固 定 資 産【 】

有 形 固 定 資 産（ ）

工 具 器 具 備 品

無 形 固 定 資 産（ ）

電 話 加 入 権

投資その他の資産（ ）

長 期 貸 付 金

繰延税金資産(固定)

資 産 の 部 合 計

金     額

672,637,088】【

17,228,729

1,873,843

118,291,775

3,489,109

218,485

16,290,371

23,326,440

490,300,865

1,617,471

47,073,234】【

3,080,364）（

3,080,364

259,200）（

259,200

43,733,670）（

7,874,093

35,859,577

719,710,322

(単位：円)

貸 借 対 照 表

株式会社 ＪＡＬカーゴサービス九州

平成 31年  3月 31日 （当期会計期間末）



個別注記表

Ⅰ.重要な会計方針に係る事項に関する注記

1. 固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産（リース資産を除く）

平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物および平成 28 年４月１日以降に取得した建物

付属設備及び構築物については定額法、それ以外のものについては定率法を採用してお

ります。

（２） 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

（３） リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引）

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス

リース取引のうち、リース取引開始日が企業会計基準第 13 号「リース取引に関する

会計基準」の適用初年度開始前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

2. 引当金の計上基準

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務見込額に基づき

計上しております。

3. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

    （１）収益の計上基準

役務提供収入については、役務提供基準により計上しております。   

（２）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。     

（３）資産除去債務に関する会計基準の適用

当社は、賃貸借契約に基づき使用する事務所等について、退去時における原状回復に

係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃貸資産の使用期限および移転時期

が明確でなく、資産除去債務を合理的に見積もることが出来ません。そのため、当該債

務に見合う資産除去債務を計上しておりません。



4. 表示方法の変更に関する注記

税効果会計に係る会計基準の一部改正に伴う変更

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の公表（企業会計基準第 28 号 平成

30 年 2 月 16 日）により、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金

負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。

Ⅱ.株主資本等変動計算書に関する注記

1. 発行済株式に関する事項

   

2. 配当に関する事項

（１） 配当金支払額

     平成 30 年 6 月 22 日開催の第 31 回定時株主総会決議による配当に関する事項

      配 当 金 の 総 額                 44,000,000 円

      1 株当たりの配当額                 110,000 円

      基 準 日            平成 30 年 3 月 31 日

      効 力 発 生 日           平成 30 年 6 月 25 日

（２） 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

         令和 1 年 6 月 25 日開催の第 32 回定時株主総会決議において次の通り

付議いたします。

      配 当 金 の 総 額                             32,400,000 円

      1 株当たりの配当額                                   81,000 円

      配 当 の 原 資               利益剰余金

      基 準 日            平成 31 年 3 月 31 日

      効 力 発 生 日                         令和 １年 6 月 26 日

株式の種類 前事業年度末

の株式数

当事業年度

増加株式数

当事業年度

減少株式数

当事業年度末

の株式数

普通株式 400 株 － － 400 株


